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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　仮設ボックスの骨組みを構成する左右一対の上部フレームおよび左右一対の下部フレー
ムを連結部材に回転自在に連結してなる簡易折畳式フレーム構造体であって、
　展開状態では、前記左右の上部フレームがカバーを展張し得るように上方側の左右方向
にそれぞれ延設されるとともに、前記左右の下部フレームが下方側の左右方向にそれぞれ
延設されて地面等の載置面に接地されて骨組み構造が立設され、
　折り畳み状態では、左右の前記上部フレームおよび前記下部フレームがそれぞれ左右で
同一方向に回転されて前記連結部材の上下いずれか一方側に折り畳まれる構成を備えてお
り、
　前記折り畳み状態から展開する場合、前記上部フレームおよび前記下部フレームのうち
、一方のフレームを折り畳み位置から所定の鋭角度まで回転された位置で固定する鋭角度
固定手段と、他方のフレームを折り畳み位置から所定の鈍角度まで回転された位置で固定
する鈍角度固定手段とを有しているとともに、
　所定の設置場所に固定するための位置固定手段を備えており、この位置固定手段は、展
開状態における左右一対の前記下部フレームの間隔に合わせて形成され、かつ、その下部
フレームの接地部分を上方から押圧し得る断面凹部状に形成された固定用押圧部と、この
固定用押圧部に押圧力を与えるために前記下部フレームの外側へ延設されて所定の重量物
を載置する重量物載置部とを有している、簡易折畳式フレーム構造体。
【請求項２】
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　請求項１において、前記上部フレームおよび前記下部フレームの少なくとも一方は、高
さ方向の所定位置で分割されており、この分割された先端側の分割フレームを回転自在に
連結しているとともに、折り畳んだ状態では先端側の分割フレームを基端側の分割フレー
ムに当接させて重ね、展開状態では先端側の分割フレームが略１８０°回転した位置で当
接させて基端側の分割フレームの軸線上に延出させる関節部材が設けられていることを特
徴とする簡易折畳式フレーム構造体。
【請求項３】
　請求項２において、分割されるフレームは高さ方向で等分割されているとともに、当該
分割フレームの長さは分割されない他方のフレームの長さと略同一に形成されていること
を特徴とする簡易折畳式フレーム構造体。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれかにおいて、前記鋭角度固定手段は、折り畳み位置から
鈍角度まで回転される前記上部フレームまたは下部フレームのいずれか一方の基端部を連
結部材上で回転自在に支持しているとともに、折り畳み位置から鋭角度まで回転される他
方のフレームを回転自在に支持する鋭角回転軸の位置よりも外側位置であって、かつ、そ
の鋭角回転軸の位置よりも前記他方のフレーム側に配置された鈍角回転軸兼ストッパーと
して構成されていることを特徴とする簡易折畳式フレーム構造体。
【請求項５】
　請求項４において、前記鈍角度固定手段は、折り畳み位置から所定の鈍角度まで回転さ
れたフレームを当接させて固定位置を定める鈍角ストッパー部材と、この鈍角ストッパー
部材によって位置決めされた左右一対のフレームを固定する係止部材とから構成されてい
ることを特徴とする簡易折畳式フレーム構造体。
【請求項６】
　請求項５において、前記係止部材は、分割されたフレームのうち先端側の１対の分割フ
レームを適当な張力をもって連結する固定用伸縮部材によって構成されていることを特徴
とする簡易折畳式フレーム構造体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、折り畳み可能な仮設トイレや仮設更衣室等に利用される仮設ボックスのフレ
ーム構造に関するものであり、特に、コンパクトに折り畳めるとともに、固定用の杭が打
ち込めない場所であっても設置可能な簡易折畳式フレーム構造体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、折り畳み可能な仮設ボックスが提案されている。この仮設ボックスは、一般
に折り畳み可能なフレームを立体的に組み立ててボルトやネジで固定して骨組みを形成し
、この骨組みに立体状のカバー等を被せるようになっている。そして、骨組みの下端部に
打ち込み杭等を打ち込んで直接地面に設置したり、仮設ボックスに取り付けた固定用ロー
プを張設し、その端部を地面に打ち込むことにより地面に設置するようになっている。
【０００３】
　このようなフレーム構造体を備えた仮設ボックスとして、例えば、実開昭５３－３４１
２３号公報に記載の折畳式簡易組立屋外設置ボックスが知られている（特許文献１）。こ
の折畳式簡易組立屋外設置ボックスは、上部フレーム部材と下部フレーム部材が伸縮自在
に構成される一対の門形フレームを有しており、これら門形フレームを、Ｘ字形状に構成
される側部接続フレームによって連結している。これにより、各門形フレームを近接する
ように引き寄せることで、側部接続フレームが折り畳まれるとともに、上部フレーム部材
が上方に伸長するため、骨組体が折り畳まれるとされている。
【０００４】
【特許文献１】実開昭５３－３４１２３号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載された発明を含め、従来の折畳式フレーム構造体にお
いては、折り畳んだとしても、幅方向に薄くはなるが、高さ方向には低くならなかったり
、むしろ上記特許文献１のように高くなってしまうため、コンパクトに折り畳めず、収納
や持ち運びに不便であるという問題がある。
【０００６】
　また、従来の折畳式フレーム構造体では、各フレームを連結する部分が多いため、ピン
止めの手間がかかり、簡単迅速に設置することができない。
【０００７】
　さらに、従来の折畳式フレーム構造体においては、風等で飛ばされないように固定する
場合、杭などによって地面に打ち込む必要があるため、コンクリート等のように杭を打ち
込めない場所では設置することができないという問題がある。
【０００８】
　本発明は、このような問題点を解決するためになされたものであって、幅方向および高
さ方向の双方においてコンパクトに折り畳むことができて収納や持ち運びに便利であり、
また、固定用の杭等が打ち込めない場所であっても容易に設置することができる簡易折畳
式フレーム構造体を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体の特徴は、仮設ボックスの骨組みを構成する左
右一対の上部フレームおよび左右一対の下部フレームを連結部材に回転自在に連結してな
る簡易折畳式フレーム構造体であって、展開状態では、前記左右の上部フレームがカバー
を展張し得るように上方側の左右方向にそれぞれ延設されるとともに、前記左右の下部フ
レームが下方側の左右方向にそれぞれ延設されて地面等の載置面に接地されて骨組み構造
が立設され、折り畳み状態では、左右の前記上部フレームおよび前記下部フレームがそれ
ぞれ左右で同一方向に回転されて前記連結部材の上下いずれか一方側に折り畳まれる構成
を備えており、前記折り畳み状態から展開する場合、前記上部フレームおよび前記下部フ
レームのうち、一方のフレームを折り畳み位置から所定の鋭角度まで回転された位置で固
定する鋭角度固定手段と、他方のフレームを折り畳み位置から所定の鈍角度まで回転され
た位置で固定する鈍角度固定手段とを有している点にある。
【００１０】
　また、本発明において、前記上部フレームおよび前記下部フレームの少なくとも一方は
、高さ方向の所定位置で分割されており、この分割された先端側の分割フレームを回転自
在に連結しているとともに、折り畳んだ状態では先端側の分割フレームを基端側の分割フ
レームに当接させて重ね、展開状態では先端側の分割フレームが略１８０°回転した位置
で当接させて基端側の分割フレームの軸線上に延出させる関節部材が設けられていること
が好ましい。
【００１１】
　さらに、本発明において、分割されるフレームは高さ方向で等分割されているとともに
、当該分割フレームの長さは分割されない他方のフレームの長さと略同一に形成されてい
ることが好ましい。
【００１２】
　また、本発明において、前記鋭角度固定手段は、折り畳み位置から鈍角度まで回転され
る前記上部フレームまたは下部フレームのいずれか一方の基端部を連結部材上で回転自在
に支持しているとともに、折り畳み位置から鋭角度まで回転される他方のフレームを回転
自在に支持する鋭角回転軸の位置よりも外側位置であって、かつ、その鋭角回転軸の位置
よりも前記他方のフレーム側に配置された鈍角回転軸兼ストッパーとして構成されている
ことが好ましい。
【００１３】
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　さらに、本発明において、前記鈍角度固定手段は、折り畳み位置から所定の鈍角度まで
回転されたフレームを当接させて固定位置を定める鈍角ストッパー部材と、この鈍角スト
ッパー部材によって位置決めされた左右一対のフレームを固定する係止部材とから構成さ
れていることが好ましい。
【００１４】
　また、本発明において、前記係止部材は、分割されたフレームのうち先端側の１対の分
割フレームを適当な張力をもって連結する固定用伸縮部材によって構成されていることが
望ましい。
【００１５】
　さらに、本発明において、所定の設置場所に固定するための位置固定手段を備えており
、この位置固定手段は、展開状態における左右一対の前記下部フレームの間隔に合わせて
形成され、かつ、その下部フレームの接地部分を上方から押圧し得る断面凹部状に形成さ
れた固定用押圧部と、この固定用押圧部に押圧力を与えるために前記下部フレームの外側
へ延設されて所定の重量物を載置する重量物載置部とを有していることが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、幅方向および高さ方向の双方においてコンパクトに折り畳むことがで
きて収納や持ち運びに便利であり、また、固定用の杭等が打ち込めない場所であっても容
易に設置することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体１の第１の実施形態について図面を用い
て説明する。図１は、本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体１を組み立てた状態を
示す正面図であり、図２はその側面図である。
【００１８】
　図１および図２に示すように、本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体１は、主と
して、上方側に延設される左右一対の上部フレーム２，２と、下方側に延設される左右一
対の下部フレーム３，３と、これら上部フレーム２，２および下部フレーム３，３を連結
する連結部材４と、各下部フレーム３，３を所定位置で固定する鋭角度固定手段５と、各
上部フレーム２，２を所定位置で固定する鈍角度固定手段６と、本簡易折畳式フレーム構
造体１を骨組みとする仮設ボックス７の設置位置を固定する位置固定手段８とを有してい
る。
【００１９】
　以下、各構成部についてより詳細に説明する。上部フレーム２，２および下部フレーム
３，３は、金属製のパイプや樹脂製パイプ等から構成されており、図１および図２に示す
ように、略コの字形の枠状に形成されている。本第１実施形態において、各上部フレーム
２，２は、各下部フレーム３，３の高さ方向の長さに対して略２倍の長さに形成されてお
り、この長さを２等分する位置で基端側の分割フレーム２１と先端側の分割フレーム２２
に分断されて関節部材９で連結されている。この関節部材９は、図３に示すように、断面
略凹形状に形成されるとともに、互いに対向する２対の軸穴９１が形成されている。そし
て、基端側の分割フレーム２１および先端側の分割フレーム２２の対向する端部には回転
軸９２が挿通されており、この回転軸９２を各軸穴９１に支持させている。これにより、
各上部フレーム２，２は関節部材９を境にして折り畳みが可能となり、展開した場合には
略１８０°回転した位置で関節部材９に当接し、略直線状に延出されるようになっている
。
【００２０】
　なお、本第１実施形態では、上部フレーム２が高さ方向で２等分されており、基端側の
分割フレーム２１と先端側の分割フレーム２２の長さが下部フレーム３の長さと略同一に
形成されているが、これに限られるものではなく、上部フレーム２を高さ方向で等分割し
たときの各分割フレームの長さが、下部フレーム３の長さと略同一に形成されていれば２
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等分以上に分割してよい。ただし、この場合、各分割フレームが交互に折れ曲がるように
関節部材９を設ける必要がある。
【００２１】
　また、本第１実施形態では、上部フレーム２を分割して折り曲げるようにしているが、
これに限られるものではなく、下部フレーム３を分割して関節部材９により折り曲げても
よく、さらには上下双方のフレームを折り曲げ可能に構成してもよい。つまり、上部フレ
ーム２および下部フレーム３の少なくとも一方を高さ方向の所定位置で分割し、関節部材
９で連結すれば、展開させた状態に比較して高さ方向にコンパクトに折り畳むことが可能
となる。もちろん各フレームを折り畳む必要がなければ、分割する必要はなく関節部材９
を設ける必要もない。
【００２２】
　つぎに、連結部材４は、金属板や樹脂板等から構成されており、各上部フレーム２，２
および各下部フレーム３，３の基端部を回転自在に支持して連結するものである。本第１
実施形態では、図１に示すように、鋭角回転軸３１、鈍角回転軸５１および鈍角ストッパ
ー部材６１が左右対称位置に設けられている。具体的には、連結部材４の内方上部には、
各下部フレーム３，３の基端部を回転自在に支持する鋭角回転軸３１が設けられており、
連結部材４の外方下部には、各上部フレーム２，２の基端部を回転自在に支持する鈍角回
転軸５１が設けられている。また、鈍角回転軸５１の内方上部には、下部フレーム３，３
の回転移動を規制する鈍角ストッパー部材６１が設けられている。
【００２３】
　鋭角度固定手段５は、各下部フレーム３，３を折り畳み位置から所定の鋭角度まで回転
された位置で固定するものであり、本第１実施形態では、鈍角回転軸５１が各下部フレー
ム３，３と当接するストッパーとして兼用されている。具体的には、図１に示すように、
鈍角回転軸５１は、鋭角回転軸３１の位置よりも外側位置であって、かつ、その鋭角回転
軸３１の位置よりも下部フレーム３側に配置されている。このため、各下部フレーム３，
３が折り畳み状態から所定の鋭角度だけ回転されたとき、各鈍角回転軸５１，５１に当接
してその固定位置が定められるようになっている。
【００２４】
　鈍角度固定手段６は、各上部フレーム２，２を折り畳み位置から所定の鈍角度まで回転
された位置で固定するものであり、鈍角ストッパー部材６１、基端側係止部材６２および
先端側係止部材６３とから構成されている。鈍角ストッパー部材６１は、図１に示すよう
に、各上部フレーム２，２の基端側の分割フレーム２１の回転移動範囲内に設けられてお
り、上部フレーム２，２が折り畳み状態から所定の鈍角度まで回転されたとき、当接して
固定位置を定めるようになっている。なお、本第１実施形態の鈍角ストッパー部材６１の
位置は、仮設ボックス内の空間スペースを十分に確保できるように少なくとも基端側の分
割フレーム２１が１８０°以上回転しない位置に設けられている。
【００２５】
　基端側係止部材６２は、鈍角ストッパー部材６１によって位置決めされた各上部フレー
ム２，２の基端側の分割フレーム２１，２１を固定するものであり、その一端が基端側の
分割フレーム２１の一方に回転自在に軸支されている。また、基端側係止部材６２の他端
にはフック部６２ａが設けられており、他方の基端側の分割フレーム２１に設けられた固
定ピン６２ｂに引っ掛けられるようになっている。
【００２６】
　先端側係止部材６３は、関節部材９によって略直線状に延出された各上部フレーム２，
２の先端側の分割フレーム２２，２２を連結するものであり、本第１実施形態では、伸縮
ゴムの一端を先端側の分割フレーム２２の一方に取り付けるとともに、他端に設けられた
フック６３ａを他方の先端側の分割フレーム２２に設けられた固定リング６３ｂに引っ掛
けるようになっている。
【００２７】
　位置固定手段８は、仮設ボックス７を所定の設置場所に固定するためのものであり、矩
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形状の金属平板により形成されている。具体的には、図１および図４に示すように、位置
固定手段８は、一対の固定用押圧部８１，８１と、これら固定用押圧部８１，８１から下
部フレーム３の外側へ延設される重量物載置部８２とを有している。各固定用押圧部８１
，８１は、展開状態における左右一対の下部フレーム３，３の間隔に合わせて設けられ、
かつ、下部フレーム３の接地部分を上方から押圧し得る断面凹部湾曲状に形成されている
。また、重量物載置部８２は、所定の重量物を載置し得るように略平板状に形成されてお
り、当該重量物が載置されたとき、各固定用押圧部８１，８１に下方向の押圧力を付与す
るようになっている。
【００２８】
　また、本第１実施形態において、位置固定手段８は、図５に示すように、長手方向の略
中央で折り畳み自在に構成されている。具体的には、長手方向の略中央で分割されるとと
もに、この分割された対向縁部が一対のヒンジ８３，８３により連結されている。また、
分断された対向縁部の略中央部には、一対の円筒部材８４，８４が軸線を一致させるよう
に設けられており、これら円筒部材８４，８４の貫通孔をスライド自在に挿通し得るスラ
イド金具８５が備えられている。これにより、スライド金具８５を各円筒部材８４，８４
の貫通孔に挿通させると、位置固定手段８が展開された状態で保持されるようになってい
る。なお、本第１実施形態では、杭を打ち込める場所に設置する場合の安定性を補強する
ため、位置固定手段８や下部フレーム３，３に杭を打ち込むための打ち込み孔ｈが形成さ
れている。
【００２９】
　つぎに、本第１実施形態における簡易折畳式フレーム構造体１による作用を説明する。
【００３０】
　まず、本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体１を用いた仮設ボックス７を設置す
る場合について説明する。図６は、本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体１を折り
畳んだ状態を示す正面図であり、図７はその側面図である。
【００３１】
　図６および図７に示すように、本第１実施形態では、各下部フレーム３，３が互いに接
した状態に折り畳まれているとともに、各上部フレーム２，２は、関節部材９において１
８０°折り曲げられ、基端側の分割フレーム２１と先端側の分割フレーム２２が互いに接
して重ねられた状態に、各下部フレーム３，３側に折り畳まれている。なお、本第１実施
形態では、左右の上部フレーム２，２および下部フレーム３，３がそれぞれ左右で同一方
向に回転されて連結部材４の下方側に折り畳まれる構成となっているが、これに限られる
ものではなく、左右の上部フレーム２，２および下部フレーム３，３が、連結部材４の上
下いずれか一方側に折り畳まれる構成であればよい。
【００３２】
　この折り畳み状態から組み立てる場合、図８および図９に示すように、まず、各上部フ
レーム２，２の基端側の分割フレーム２１，２１を鈍角回転軸５１回りに回転させつつ持
ち上げた後、各下部フレーム３，３を鋭角回転軸３１回りに回転させつつ拡開する。この
とき、各下部フレーム３，３は、鋭角回転軸３１の外方下部に設けられた鈍角回転軸５１
に当接して停止する。そして、この当接状態で載置面に接地させることにより、各下部フ
レーム３，３は自重によりその当接状態を保持する。これにより、各下部フレーム３，３
は、折り畳み状態から所定の鋭角度まで回転された状態で固定される。
【００３３】
　つづいて、各上部フレーム２，２の基端側の分割フレーム２１，２１を鈍角回転軸５１
回りにさらに回転させると、図９に示すように、鈍角ストッパー部材６１に当接して停止
する。そして、基端側係止部材６２のフック部６２ａを固定ピン６２ｂに引っ掛けること
により、各上部フレーム２，２の基端側の分割フレーム２１，２１がその当接状態で固定
される。また、基端側の分割フレーム２１，２１を固定した後、先端側の分割フレーム２
２，２２を関節部材９に沿って回転させると、基端側の分割フレーム２１，２１の軸線に
一致したとき、関節部材９に当接して停止する。そして、図１に示すように、先端側係止
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部材６３のフック６３ａを固定リング６３ｂに引っ掛けることにより、各上部フレーム２
，２の先端側の分割フレーム２２，２２がその当接状態で固定される。以上により、各上
部フレーム２，２は、折り畳み状態から所定の鈍角度まで回転された状態で固定される。
【００３４】
　また、本第１実施形態の位置固定手段８を使用する場合、図５に示す折り畳み状態から
、ヒンジ８３，８３回りに回転させて展開する。そして、図４に示すように、スライド金
具８５をスライドさせて両方の円筒部材８４内に挿通させると、ヒンジ８３，８３回りの
回転が防止され、略平板状に固定される。このように固定した位置固定手段８は、図１に
示すように、各固定用押圧部８１，８１によって各下部フレーム３，３の接地部分を上方
から被覆した状態で当接する。そして、重量物載置部８２に乗用車の車輪等の重量物ｍを
載置すると、各固定用押圧部８１，８１が各下部フレーム３，３の接地部分を上方から押
圧するため、簡易折畳式フレーム構造体１が所定の設置場所に固定される。これにより、
強風が吹いたり不慮の衝撃によって、簡易折畳式フレーム構造体１に横方向の力が加わっ
たとしても、飛ばされたり転倒してしまうことがない。
【００３５】
　以上のように組み立てられた簡易折畳式フレーム構造体１に、防水シート等のカバー１
０を被覆することにより、各上部フレーム２，２がカバー１０を展張し、図１０および図
１１に示す仮設ボックス７が形成される。なお、本第１実施形態のカバー１０は、その側
面にスライドファスナー１１が設けられており、このスライドファスナー１１を開けると
出入口として機能するようになっている。また、図２および図１１に示すように、各下部
フレーム３，３の接地部分の両端部には、カバー１０を固定するためのカバー用固定金具
１２，１２が設けられており、これらカバー用固定金具１２，１２にカバー１０の下端を
係止させるようになっている。また、本第１実施形態の仮設ボックス７を杭を打ち込める
場所に設置する場合には、図１２に示すように、位置固定手段８に形成された打ち込み孔
ｈに杭ｐを打ち込んで固定するようにしてもよい。
【００３６】
　一方、本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体１を用いた仮設ボックス７を折り畳
む場合には、上述した組み立て工程を逆順に進めることにより、図６および図７に示す折
り畳み状態に戻される。これにより、幅方向（図６の左右方向）のサイズは、連結部材４
の横幅程度にまで極めてコンパクト化される。また、高さ方向（図６の上下方向）におい
ては、上部フレーム２，２を半分の長さに折り畳んだ状態で、下部フレーム３，３側まで
回転させられるため、組み立て時の略１／３程度にまで小さくできる。
【００３７】
　以上のような本第１実施形態によれば、
１．仮設ボックス７を幅方向はもとより、高さ方向にもコンパクトに折り畳むことができ
るため、持ち運びや収納を簡便にすることができる。
２．固定用の杭等を使用せず、容易に仮設ボックス７を固定することができるため、杭を
打ち込めないような場所であっても設置することができる。
３．簡素な構成であるため、取り扱いが容易であり、誰でも簡単かつ迅速に組み立てるこ
とができる等の効果を奏する。
【００３８】
　つぎに、本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体１’の第２の実施形態について図１３
乃至図１７を参照しつつ説明する。なお、上述した第１実施形態の構成と同等または相当
する構成については同一の符号を付し、再度の説明を省略する。
【００３９】
　本第２実施形態の特徴は、第１実施形態のうち、基端側係止部材６２および先端側係止
部材６３に代えて、ゴム等から構成される固定用伸縮部材６４を使用する点にある。具体
的には、２本のひも状の固定用伸縮部材６４，６４を使用し、これを上下に分割された分
割フレーム２１，２２のうち、先端側の１対の分割フレーム２２，２２を適当な張力をも
って連結するように取り付ける。取付部分は、ピン等に固定してもよいし、孔等に挿入し
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て回転自在に取り付けてもよい。
【００４０】
　そして、簡易折畳式フレーム構造体１’を展開する場合には、図１５および図１６に示
すように、固定用伸縮部材６４の張力に対抗しながらまずは基端側の分割フレーム２１，
２１を鈍角度回転させて拡げ、さらに先端側の分割フレーム２２，２２を１８０°回転さ
せるだけで、前記固定用伸縮部材６４，６４の張力によって自然に展開状態が保持され、
別途、掛け留めする必要がない。
【００４１】
　また、収納する場合には、固定用伸縮部材６４，６４の張力に対抗しつつ、先端側の分
割フレーム２２，２２および基端側の分割フレーム２１，２１を順次逆回転させて重ねれ
ばよい。
【００４２】
　このように本第２実施形態によれば、第１実施形態の効果に加えて、分割フレーム２１
，２２を展開させる際に固定用伸縮部材６４，６４の伸縮力を利用して容易に展開するこ
とができるとともに、掛け留めしなくても展開状態を保持することができるため、作業効
率が格段に向上する。また、展開状態を保持する機能を備えているため、先端側係止部材
６３を必要とせず、構成部材を減らせるメリットもある。なお、もちろん必要に応じて先
端側係止部材６３も合わせて使用するようにしてもよい。
【００４３】
　なお、本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体１，１’は、前述した各実施形態に限定
されるものではなく、適宜変更することができる。
【００４４】
　例えば、本実施形態では、位置固定手段８の重量物載置部８２に乗用車の車輪を載置し
ているが、これに限られるものではなく、仮設ボックス７が強風で飛ばされたり、不慮の
衝撃によって転倒するのを防止し得る程度の重量物であればどんなものでもよい。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体の第１実施形態を示す正面図である。
【図２】図１の側面図である。
【図３】本第１実施形態における関節部材を示す斜視図である。
【図４】本第１実施形態における位置固定手段を示す平面図である。
【図５】本第１実施形態における位置固定手段の折り畳んだ状態を示す正面図である。
【図６】本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体の折り畳んだ状態を示す正面図であ
る。
【図７】図６の側面図である。
【図８】本第１実施形態における下部フレームの固定した状態を示す正面図である。
【図９】本第１実施形態における上部フレームの基端側分割フレームの固定した状態を示
す正面図である。
【図１０】本第１実施形態の簡易折畳式フレーム構造体を利用した仮設ボックスの組み立
てた状態を示す正面図である。
【図１１】図１０の側面図である。
【図１２】本第１実施形態における仮設ボックスを位置固定手段および杭を用いて固定し
た状態を示す正面図である。
【図１３】本発明に係る簡易折畳式フレーム構造体の第２実施形態を示す正面図である。
【図１４】図１３の側面図である。
【図１５】本第２実施形態における上部フレームの基端側分割フレームを展開し始めた状
態を示す正面図である。
【図１６】本第２実施形態における上部フレームの基端側分割フレームの展開が完了した
状態を示す正面図である。
【図１７】本第２実施形態における上部フレームの先端側分割フレームを展開し始めた状
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【符号の説明】
【００４６】
　１　簡易折畳式フレーム構造体（第１実施形態）
　１’　簡易折畳式フレーム構造体（第２実施形態）
　２　上部フレーム
　３　下部フレーム
　４　連結部材
　５　鋭角度固定手段
　６　鈍角度固定手段
　７　仮設ボックス
　８　位置固定手段
　９　関節部材
　１０　カバー
　１１　スライドファスナー
　１２　カバー用固定金具
　２１　基端側の分割フレーム
　２２　先端側の分割フレーム
　３１　鋭角回転軸
　５１　鈍角回転軸
　６１　鈍角ストッパー部材
　６２　基端側係止部材
　６２ａ　フック部
　６２ｂ　固定ピン
　６３　先端側係止部材
　６３ａ　フック
　６３ｂ　固定リング
　６４　固定用伸縮部材
　８１　固定用押圧部
　８２　重量物載置部
　８３　ヒンジ
　８４　円筒部材
　８５　スライド金具
　９１　軸穴
　９２　回転軸
　ｍ　重量物
　ｈ　打ち込み孔
　ｐ　杭



(10) JP 4933070 B2 2012.5.16

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】



(11) JP 4933070 B2 2012.5.16

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】



(12) JP 4933070 B2 2012.5.16

【図１３】 【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】



(13) JP 4933070 B2 2012.5.16

フロントページの続き

(56)参考文献  実公昭５７－０３３７８５（ＪＰ，Ｙ２）　　
              実公昭３７－０１２６５８（ＪＰ，Ｙ１）　　
              実公昭５０－０１９８４２（ＪＰ，Ｙ２）　　
              登録実用新案第３００９６４９（ＪＰ，Ｕ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｅ０４Ｈ　　１５／００　－　１５／６４


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

